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平成２３年度 

きらりと光る広報の取組 
―「わかりやすく、理解してもらえる                

広報」を目指して― 
 

北海道開発局開発監理部広報室   ○後藤 慶作 

                                               池田 亮子 
                                         

  平成２２年度及び２３年度に北海道開発局職員が行った広報の取組の中で、報道機関から大

きく報じられた４件の広報事例について、報道提供資料（記者発表資料）の見出し、内容とニ

ュース性、レイアウト及び発表のタイミング、さらに、取材対応などを個別に検証し、全体と

してどの点が「インパクトのある広報」であったのか、をケーススタディとして整理した。併

せて北海道開発局職員が広報を行う際に留意すべき点や心がけておくべき点を示すことにより、

今後の職員の更なる広報技術に係るスキルアップを期待するものである。 
 

キーワード：インパクトのある広報、計画性を持った広報の展開 

 

1.  はじめに 

  北海道開発局の様々な取組を、広く一般の方に理解

していただくためには、積極的な情報発信とあわせて、

報道機関や一般の方に「わかりやすく、理解してもら

える広報の取組」を実施していくことが必要である。

この取組を“きらりと光る広報の取組”と呼んでいる。 

     本稿では、平成２２年度及び２３年度における４件

の広報事例（局長定例記者会見の話題２件、開発建設

部での話題２件の計４件）を紹介し、国民・道民から

見た広報という観点から、わかりやすい報道提供資料

となっているか、報道提供資料の良いところや課題、

時機をとらえた広報であったのかなど、個別に検証し

た。 
     きらりと光る広報の取組を、さらに充実させていく

ことにより、職員一人ひとりの広報技術に係るスキル

アップを図っていくことで、広く国民・道民の皆様に

北海道開発局における様々な取組について御理解を深

めていただけるものと考えている。 
 

２.職員一人ひとりが広報マン 

(1)  行政広報の目的 
行政広報とは、行政と国民との意思疎通のパイプ

ラインで、国民の意向を聴取する広聴活動と行政の意

思を伝える広報活動により国民との信頼関係を構築す

るために行われる継続的な活動をいう。 

行政機関は、施策を実施していくに当たって国

民・地域住民の皆様の御理解を得ながら信頼関係を構

築し、御協力を頂きながら取り組みを進めていくこと

が行政広報の目的である。 

広聴活動や広報活動は、日常の行政の中で、すな

わち地域住民の皆様との対応、あるいは報道機関との

対応などで日頃実施しているものであり、こうしたこ

とから「職員一人ひとり」が広報マンとして役割を担

っているのである。 
 
(2)  求められる広報 

求められる広報について、｢国民・地域住民にわか

りやすい形で情報発信｣→「情報を受け取った国民・

地域住民の声を聞かせていただく」→「自らの施策、

取組の改善に役立てる」→「国民・地域住民にわかり

やすい形で情報発信」 という広報のサイクルを繰り

返す、すなわち広報の取組が回っていくことだと考え

られる。 
     この広報のサイクルを繰り返すことで、①自分の仕

事に対する外部からの評価が上がる→②外部からの評

価を通じ、職員一人ひとりが自らの仕事に対するやる

気を向上させることにつながる→③職員が「やりがい

を感じられる仕事」を実感することになる→④組織の

アウトプットの質の向上が図れる、ということになる

と考えられる。 
 

３.インパクトのある広報とは 

  (1)  広報を取り巻く現状と課題 
  北海道開発局から報道機関へ提供された情報は、報

道機関を通じて広く国民・道民へ提供されている。 

  報道機関への情報提供、すなわち記者発表では、国

民・道民のために北海道開発局がどのようなことを行

うのか、その結果何がどうなるのか、その施策等の内

容を正確に、かつわかりやすく伝えていく必要がある。 
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そのためには、正確性、客観性等に留意しつつ、

報道機関や国民・道民の目に留まりやすい工夫（内容

が一目でわかるタイトルを付けてアピールする、ある

いは読み手の最も興味のある情報を結論としてタイト

ルにする、など。）を施して情報発信を行うことが特

に重要である。 
  本稿では「インパクトのある広報」とは、わかりや

すくかつ目に留まりやすい広報と定義する。 

「きらりと光る広報の取組」とは、創意工夫を重

ねてこの「インパクトのある広報」を実践していくこ

とである。 
 

  (2)  広報にあたり留意すべきこと、心がけること 
   インパクトのある広報を行うためには、国民・道民

の視点から見た広報、すなわち報道機関の視点に立っ

て国民・道民にわかりやすく説明するスタンスを心が

けていかなければならない。 

     そして、実際にインパクトのある広報を行うため

には、様々な方法が考えられるが、主な留意点として、 

1) 目に留まりやすく、興味を持ってもらえるよう

な記者発表資料の書き方 

   2)  アピールできるニュース性 

   3)  報道してもらえやすい記者発表のタイミング 

   4)  迅速、丁寧な取材対応 

  などがある。この４点を具体的に言うと 

1)「記者発表資料の書き方」について、 

① 見出し（タイトル）が決め手～創意工夫し

て簡潔ですぐわかる言葉を考えること 

② 結論を先に書くこと 

③ 文章は短く、１文三行以内に止めること 

④ レイアウトは見やすく 

    などに留意し作成する必要がある。 

次に、2)「ニュース性」について、一般的には、 

① そのときの世の中の動き、関心にマッチし

ている 

② 初ものである（わが国初、道内初等） 

③ 珍しい 

④ 絵（映像）になる 

     などが関心を誘うと考えられる。 

３つ目の 3)記者発表の「タイミング」について、

イベント開始前や供用開始前など適宜のタイミン

グで行い、ビッグニュースがあるときは控えるな

どの気配りが必要である。また、早めに記者発表

して報道機関からの取材を誘導し、後日の報道に

つなげていく、ということも重要である。 

最後に、4)取材対応について、とにかく誠意を持

って丁寧に取材対応を行うよう、心がけることで

ある。特に、説明する際は、専門的な事項をわか

りやすく一般的な表現とすること、そして「ニュ

ース性」を強調すること、また写真やデータの提

供依頼を想定し、あらかじめ準備しておくことも

大切である。 
 

４.計画性を持った広報の展開 

施設等の供用開始や事後的な整備効果等について

は、適切なタイミングで発信できるよう、時機をとら

えた計画的な広報が重要である。 
具体的に、どういった時期にどういった内容の記

者発表を行うか、どういった時期に行えば最も効果的

な広報となるか、すなわち報道機関が最も興味を持っ

てもらえて、報道してもらえるタイミングであるか、

そうしたことを検討してあらかじめ広報の計画を立て

て、そのタイミングが到来したら適宜記者発表を行う、

といった計画性を持った広報の展開を心がけていかな

ければならない。 
一般国道２３０号国縫道路（平成２３年３月１日

に最後の事業区間３．２ｋｍが開通）の開通後の状況

について、地域の皆様からの声を聞き取りし、同年３

月２９日に記者発表（函館開発建設部）して開通の効

果をお知らせしたのは、好事例の一つである。 

 

５.広報事例４件を検証～“初”ものは高い関心 

   平成２２年度における北海道開発局の広報の中から

３件の広報事例を、平成２３年度については１件の広

報事例について、見出し（タイトル）、ニュース性・

記者発表のタイミング、説明内容・資料のレイアウト、

取材対応などについて検証した。 
  (1)  「船舶版アイドリングストップによりＣＯ２削減に

貢献します～釧路港における船舶への陸上電力供給施

設の供用開始について～」（平成２２年５月１８日・

局長定例記者会見、港湾空港部港湾計画課） 
【報道機関提供資料】 
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1) 見出しについて 

一般の人にわかりやすく関心を持っていただけ

るよう「ＣＯ２削減に貢献」を強調し、タイトル

及びサブタイトルの｢釧路港における船舶への陸上

電力供給施設の供用開始について｣を一見すると何

のことかすぐわかる資料の見出しになっており、

報道提供資料のタイトルの良い事例である。 
2)  ニュース性、記者発表のタイミング 

漁船対象施設として“全国初”であること、供

用開始（５月６日）後からまもなくの記者会見

（５月１８日）での話題提供であったことからタ

イムリーでニュース性は高かった。 

3) 説明内容・資料のレイアウト 

資料の説明文については３段落で簡潔、年間の

燃料代の節約額を入れるなど、効果を具体的に数

量で示し、わかりやすい。 

レイアウトは、写真は大きくし、ＣＯ２の削減

効果をグラフで示すなど工夫しており、見やすい

資料となっている。 

4) 取材対応 
写真や関連データをあらかじめ準備し、報道機

関からの依頼に迅速に対応している。 

5) 自治体等との連携 
北海道開発局本局と釧路開発建設部、そして釧

路市とが連携して報道機関からの取材対応を実施

し、釧路港での船舶版アイドリングストップをし

っかりとＰＲした。 

 6) 検証結果 

ＣＯ２削減（環境）、コスト減、日本初という

ことで、世の中の動き、関心にマッチした内容で、

新聞やテレビで大きく報道された。「３ (2)広報に

あたり留意すべきこと、心がけること」の各項目

を全て満足したものであった。 
 
(2)  「茨戸川の水環境の改善を図るために石狩川からの

導水を開始します」（平成２２年８月４日、本局で記

者説明会・札幌開発建設部で記者発表、札幌開発建設

部河川計画課） 

1) 見出しについて 
具体的にどのようなことをするのか興味の沸く

タイトルである。 
表紙の下から４行目で「７７年ぶりに茨戸川の

上部と石狩川を導水樋門でつないで、導水するも

のです」とあり、表紙を一通り読むと内容がよく

わかるが、興味を誘うようなサブタイトルを付け

るなど、見出しにもう一工夫することをアドバイ

スすべきであったと考えている。 

2)  ニュース性、記者発表のタイミング 
導水開始の前日の報道機関への記者発表だった

ので、ニュース性は高かった。 

3)  説明内容及び資料のレイアウト 

     説明文は若干長めではあるが、わかりやすい。 

レイアウトは、写真と図を組み合わせビジュア

ル的な工夫をしているが、情報量が多く、ポイン

トがつかみづらい印象を受ける。 

 

【報道機関提供資料 表紙】 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
4)  取材対応 

取材のあった報道機関には、事業の概要を詳し

く説明し、現場感をつかんでいただいた。 

また、あらかじめ茨戸川の水質データなど資料

を準備し、取材の際には迅速に回答し、１回の取

材で事業の全体像を理解していただくよう、説明

を行っている。なお、丁寧な取材対応で記者から

謝意があった。 

 

【報道機関提供資料 ２頁～４頁】 
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 5) 検証結果 

見出しの工夫不足により「７７年ぶり」が前面

に出ていなかったこと、報道提供資料のボリュウ

ムが多かった点はあったものの、ニュース性は高

く、全体として見ると満足する内容ではあった。 

なお、記者発表のタイミングが導水開始の前日

であったが、もう少し早く記者発表を行い、報道

機関が現地で取材できるよう誘導するなど、工夫

の余地はあったと思われる。 

 
(3) 「新千歳空港 デアイシングエプロンの整備～日本

で初めての防除雪氷作業用の専用エプロン～」（平成

２２年１２月３日・局長定例記者会見、港湾空港部空

港課） 
1) 見出しについて 

報道提供資料の表紙は、掲載を省略するが、見

出しは報道提供資料の２頁の一番上のとおりサブ

タイトルで「日本で初めての」と“初”ものを強

調し、タイトルを見るとどのようなものが整備さ

れたかが一見してわかり、興味を誘い、かつ関心

を持つ見出しである。 
2) ニュース性、記者発表のタイミング 

新千歳空港で整備したデアイシングエプロンは、

１２月１６日から供用開始であり、１２月３日の

記者会見での話題提供であったので、供用開始前

でもありニュース性は高かった 

【報道機関提供資料（２頁～３頁）】 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
3)  説明内容・資料のレイアウト 

資料の説明文については、文章が長い印象を受

ける。 
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レイアウトについては、写真と図、絵を工夫し、

見やすい資料である。特に３頁目の資料はビジュ

アルでわかりやすい。 

4) 取材対応 
整備の概要等の問い合わせや写真の提供など、

報道機関からの取材や依頼に迅速に対応している。 

5) 検証結果 
報道機関の関心は高く、新聞で大きく報道され、

テレビでもニュースで報道された。なお、説明文

が長いという点があり、「３ (2)広報にあたり留意

すべきこと、心がけること」の各項目のうち、「1) 

③文章は短く、１文三行以内に止めること」の徹

底が必要であったと思われる。 

 

(4) 「地下歩行空間開通後の利用状況をお知らせしま

す」（平成２３年９月１２日・札幌開発建設部で記者

発表、札幌開発建設部都市圏道路計画課） 
1) 見出しについて 

見出し自体に特に工夫はない。報道提供資料の

表紙を見ると、開通から半年経過した時点での利

用状況をまとめた旨書かれているが、サブタイト

ルをつけた方がより効果的だったと思われる。 

【報道機関提供資料 表紙】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2) ニュース性、記者発表のタイミング 
札幌駅前通地下歩行空間の利用状況については、

報道機関の関心も極めて高く、開通から半年とい

う節目のタイミングでの記者発表はニュース性が

高く、適切なタイミングであった。 

 

【報道機関提供資料 ２頁～３頁】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

3)  説明内容・資料のレイアウト 

報道提供資料は、一般の方にわかりやすい表現

を心がけ、なるべく数字で、そしてよりわかりや

すくグラフ等で表現し、ビジュアル的にも見やす
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い構成である。 

4) 取材対応 

記者からは、今回の記者発表以前にも通行量に

ついて何度か問い合わせがあり、都度回答してい

る。今回問い合わせのあった報道機関にも同様に

丁寧に対応している。 

5) 自治体との連携 

札幌市と共に記者発表を実施している。 

6) 検証結果 
報道機関の関心は高く、新聞で大きく報道され、

テレビでも報道された。サブタイトルを付けるな

ど、見出しの工夫は必要だったと思われるが、記

者発表のタイミング（開通から半年の節目）は適

切であったと考えられる。 

 

６. 今後の広報の取組に向けて 

1) 見出し（タイトル）で注目を引くことは何よりも

重要である。なぜかというと、注目を引けば中身

も読まれるからである。タイトルとサブタイトル、

いかに工夫して興味の沸くタイトルを考えるか、

ここがポイントである。 

情報の内容を凝縮させて見出しでわかりやすい

表現で示す、こうした「見出しの工夫」が、まさ

にきらりと光る広報の取組の第１歩である。 

４件の広報事例では、事例４を除いて、タイト

ルを工夫している。 

報道提供資料の作成にあたっては、今後とも見

出しの工夫に重点をおくべきである。 

2)  ニュース性・発表のタイミングという点では、供

用開始前と供用開始後、という視点で分析して見

ると、供用開始前の記者発表は当然のことながら

ニュース性は高い。事業効果という点では、事例

４の地下歩行空間の利用状況では、開通から半年

という節目のタイミングで、時機をとらえて計画

的に広報したことは適切であったと考えられる。 

４件の広報事例は、いずれもニュース性は高く、

記者発表のタイミングも適切であったと思われる。 

ニュース性、旬な話題という点で、発表のタイ

ミングと現場の取材の誘導は極めて重要であり、

計画性を持った適切なタイミングでの記者発表を

常に心がけていかなければならない。 

3)  説明内容及び資料のレイアウトについて、説明文

では専門用語は極力使わず、長い文章は避け、簡

潔でかつわかりやすい説明文を書くよう、努めな

ければならない。１文は三行以内が望ましい。 

  また、資料のレイアウトにより記者の関心が高く

なるので、写真を大きくしたり図やデータを組み

合わせるなど、見やすいレイアウトの工夫に今後

も意を用いるべきである。そして、関係する事業

箇所の内容等のホームページのアドレスを付記す

るなど、参考情報の提供にも留意し、報道機関に

興味を持ってもらえるよう、常に工夫していくべ

きである。報道提供資料がそのまま新聞で紹介さ

れたり、テレビで報道されることを目標に、報道

提供資料の作成を心がけていくべきである。 

事例１及び事例４は説明文も簡潔で、レイアウ

トも見やすく、わかりやすい資料である。 

4)  取材対応について、記者発表をきっかけに、記者

の方々に関心を持っていただき取材をしてもらい、

ひいては報道を介して国民・道民の方々に知って

いただくために、少しでも大きく報道していただ

くことは広報担当職員として最も大切なことであ

る。このため、記者発表資料の作成とともに、誠

実な取材対応が重要である。 

４件の広報事例は、こうした対応がその後の報

道につながったものと考えられる。特に１つの事

例では、取材後、記者から丁寧な対応に謝意があ

ったところである。 
5) 報道の状況について、いわゆる“初”もの（事例

１及び３）については関心が高く、新聞やテレビ

で大きく報道された。また、地下歩行空間の利用

状況についても報道機関の関心が高く、同様に新

聞やテレビで大きく報道されている。 

これらは、広く一般の方が初めてのものや、身

近な話題でかつ事業効果が目でわかりやすいもの

への注目が高く、すなわち報道機関にとっても

“初”ものや身近で事業効果が目でわかりやすい

ものは、やはり関心が高いということにほかなら

ない。 

 

７.おわりに 

  北海道開発局職員が広報の取組を行う際に心がける

ことは、とにもかくにも「わかりやすく、理解しても

らえる広報」を通じ、広く国民・道民の皆様に北海道

開発事業について御理解を深めていただきたい、とい

うことである。 

    インパクトのある広報、すなわち、わかりやすくか

つ目に留まりやすい広報を行っていくためには、報道

機関や一般の方の立場に立った情報の発信、ポイント

を絞った報道提供資料の作成への心がけ、また時機を

とらえた計画的な広報を心がけるなど、広報担当職員

が留意すべき点は数多い。 

    北海道開発局職員一人ひとりが「きらりと光る広報

の取組」を実践して更なる広報技術のスキルアップ向

上を図っていくことにより、国民・道民の皆様の当局

における事業への理解がより深まり、当局の事業の推

進に寄与するものと考えている。 
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